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立法政策学ことはじめ : 大学生による法案作成授業の取組み 

2022年 5月 25日 

研究員 岡田順太（法学部） 

はじめに 

 

１、模範議会プロジェクト 2005-2018 

 

２、法学教育としての立法政策学の意義 

（１）法解釈中心の法学教育の課題 

 立法を所与のものとして捉える傾向。 

 政治部門と司法部門両者の作用を通じて法の形成がなされることに目を向ける必

要。 

（２）臨床法学の要請 

 学校教育における主体的・能動的な学修が求められるようになっている。 

 自ら調べ・考え・学修する体験型の授業の要請。 

 法科大学院開設の影響もあり、法学部でも実践的要素を取り入れた教育の必要性が

認識。 

（３）授業における方法論の確立 

 法教育の課題：「法は、・・・社会生活をよりよくするために自ら主体的に作るもの

という意識」の育成（法教育研究会意見書）。 

 立法・行政・司法における思考様式の違いを認識し、紛争解決に適した方式を理解

することが必要。 

① 立法においては、「将来の一定類型の紛争の防止・解決のための一般的な枠組

みと指針を定める法的ルールを作成することが目指され、関連する意見・利害

の対立を交渉・議論によって調整して合意形成を図るという思考様式」（合意

型調整図式）。 

② 行政においては、「多数の利害関係者が多中心的にからんでいる公益の実現の

一環として、一般的な法的ルールに準拠しつつ、現在及び将来の紛争の予防・

解決が目指され、一定の政策目的を実現するのに最も効率的な手段を選択する

という思考様式」（目的―手段図式）。 

③ 司法においては、「二元的に対立する当事者間の過去の個別具体的な紛争を一

般的な法的ルールに準拠して事後的に解決し、一定の要件に具体的事実を当て

はめて一定の法的効果をオール・オア・ナッシング方式で与えるという独特の

思考様式（要件―効果図式）。 
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（４）大学生のための立法政策学 

 立法（議会）の役割が「合意型調整図式」にあるとする指摘はその通りである。 

 だが、法律案を作成するためには、そうした政策的な合意形成を目指すだけでな

く、法律制定の目的を明確にし、それを実現するための手段を複数の選択肢から選

びだす作業が必要になる。その意味で、「目的―手段図式」も欠かせない。 

 その上で、法律としての問題解決スキームを条文に落とし込む作業が必要で、その

際、基本的には「要件―効果図式」に従い、法学の基礎的知識・共通理解に基づい

て、所定の立法技術を用いた法文作成作業が必要になる。 

 そして、これらの図式は相互に関連しており、全ての思考様式を満足させる法案を

作成することは困難であることが多い。複数の価値観の対立する課題においては、

合意形成に妥協が必要となり、自ずと「目的―手段」で構成される制度が複雑なも

のとなる。すると「要件―効果」を明確にするために条文化の難易度が上がってい

く。 

 十分に法学を学んでいない学部生に立法政策学は難し過ぎるとの意見もあろう。し

かし、学生同士での熟慮と討議を通じて、そのような思考を巡らせることでこそ、

能動的な学修の機会が生み出されるものと思われる。 

 

３、獨協大学における法案作成授業 

 法学部 2年生「基礎演習」12名を中心に法案作成。 

 予備投票の資料・投票フォーム：https://forms.gle/M3vSTURDfBq6HZbK6 

 本投票の資料・投票フォーム：https://forms.gle/1imy6DN2ykECRmZu6 

 

４、新潟市「憲法のつどい」における模擬国会 

 大学生 8 名と中学生 44 名で実施。 

 文化人講演会から中学生の模擬国会へ。 

 

おわりに 
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